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１. はじめに








る｡ すなわち, 大きなコスト削減が期待できるので, そのために費やす研究開発支出を大





ベルにおいても, これまでもいくつか行われ, その場合, 環境規制の強度を図る指標とし









et al. [2007] があげられる｡ Arimura et al. [2007] は, OECD が行なった７カ国の事
業所レベルのサーベイデータに基づいて, 環境税が研究開発支出に与えた影響に関する定
量分析を行っている｡ そこでは, 環境税による負担は企業に環境会計の導入を促し, それ
が研究開発支出の増加をもたらすという間接的にプラスの影響を及ぼしていることが明ら


















スウェーデンは1989年の ｢環境税委員会｣ の提言に基づき, 1991年に二酸化炭素 (CO２)












1990 1991-92 製造業1993 その他1993
燃 料 単位 エネルギー税 エネルギー税 炭素税 合計 エネルギー税 炭素税 合計 エネルギー税 炭素税 合計
石炭 トン 460 230 620 850 0 200 200 230 800 1030
石油 m3 1078 540 720 1260 0 230 230 540 920 1460
天然ガス km3 350 175 535 710 0 170 170 175 680 855
LPG トン 210 105 750 855 0 240 240 105 960 1065
出所：Ministry of the Environment and Natural Resources [1995], p.26.
 更には, 税制全体の中で炭素税導入等のエネルギー税改革が行われており, エネルギー課税強化の一方, 重
税感が強かった所得税の減税が実施された｡ なお, スウェーデンでは税と課徴金は明確に区別される｡ 税は
一般財源に繰り入れられる一方, 課徴金はその収入が特別の目的に利用される｡ 窒素酸化物課徴金は大規模
固定排出源からの NOX 排出に対して課されるが, 徴収された課徴金は各排出源のエネルギー効率に応じて還
付されるので, 税ではなく ｢課徴金｣ という用語が使われている｡
 ただし, 排出段階で CO２を削減できた場合には, その削減分を還付するという規定が存在している｡
措置が導入された｡ 更に1993年には, 製造業向けの化石燃料に関しては, エネルギー税が









なお, エネルギー税, 炭素税とも, 1993年より税率に関して物価調整が行なわれるよう
になったので, 1998年の水準よりも税率は名目では上昇している｡
2-2 CO２削減効果
炭素税の CO２削減効果は, 1990年代は製造業部門に関してはあまりなかった｡ これは
特に上述のように, 1993年にエネルギー税が課されなくなり, 炭素税も通常税率の25％に
低減されたことが大きい｡ この軽減措置によって, 例えば紙パルプ産業においては, それ
までバイオマスを利用していた工場で石油へと燃料転換を進めたところも多かったと報告
されている(３)｡
一方, 他部門, 特に地域熱供給部門で, 化石燃料からバイオマスへの燃料転換が急速に











一般 (a) 製造業 (b) SEK Million SEK Million
1991 0.25 0.25 100 8,295 24,775
1993 0.32 0.08 25 10,552 26,234
1997 0.37 0.185 50 12,509 35,026
2001 0.53 0.185 35 16,973 36,421
2006 0.92 0.193 21 24,744 38,303
2007 0.93 0.195 21 24,726 38,288


























因としては, その他の環境規制があげられる｡ 上述のように, Jaffe and Palmar [1997],











 Swedish Energy Agency [2007], pp.21-22.
 SEPA, OECD 資料より｡














推計方法は, ダミー変数以外は自然対数に変換した上で, 通常のパネル回帰である｡ 被











環境保全研究開発支出, 環境保全投資額, 環境保全経常支出額は, SCB が1998年以降
毎年行なっている企業レベルの環境保全支出に関するサーベイ調査に基づいている｡ この
サーベイは, 従業員20人以上の企業が対象で, 毎年1000程度の企業がサンプルとして抽出
され, 従業員250人以上の企業は毎年対象となる(８)｡ 環境保全投資額は, 終末処理 (End-
of-Pipe) 設備と生産プロセス自体を低環境負荷型に変更するクリーナー・プロダクショ
ン (Cleaner Production) 設備の両方を合わせた額である｡ サーベイの環境保全経常支出
の中に環境保全研究開発支出が含まれているので, 本研究の環境保全経常支出はサーベイ
調査の環境関連経常支出から環境保全研究開発支出を差し引いた値である｡
また, 炭素税の支払額は, 石油, 石炭, 天然ガス等, 化石燃料に対して支払われた税の
合計である｡
従業員数や付加価値等, 他の企業属性を表す変数及び炭素税の支払い額に関しては別の






 スウェーデン紙パルプ産業の企業レベル個票データ入手及びデータの把握に関しては, SCB の Eberhardson
Mats 氏のサポートを得た｡
 Hammar and Lo¨fgren [2010], p.3646.
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表３ 説明変数・被説明変数の基本統計量
YEAR RD TAX EMP VA EINV RCOST
1999
平均 1,841 6,160 815 824,240 24,286 15,529
標準偏差 7,623 10,081 1,035 1,140,403 42,489 21,566
最小値 0 0 87 －298,732 0 0
最大値 46,099 47,840 5,869 4,975,735 171,773 113,475
データ数 36 36 34 34 36 36
2000
平均 4,881 723 1,065,762 22,179
標準偏差 7,078 757 1,285,975 41,517
最小値 0 78 －213,905 0
最大値 26,603 4,165 5,078,326 173,600
データ数 0 36 36 36 36 0
2001
平均 1,374 12,233 678 930,855 22,419 19,003
標準偏差 5,672 29,680 695 1,219,334 35,165 22,608
最小値 0 0 94 88,418 0 237
最大値 39,216 190,643 4,030 5,568,628 154,210 134,667
データ数 48 48 46 46 48 48
2002
平均 437 14,081 650 890,698 19,728 18,512
標準偏差 647 36,150 662 1,191,595 37,079 21,394
最小値 0 0 94 95,671 0 892
最大値 3,224 222,907 3,938 6,227,799 214,054 116,595
データ数 49 49 48 48 49 49
2003
平均 509 15,370 630 794,144 30,850 18,757
標準偏差 768 39,691 640 1,025,270 59,431 22,592
最小値 0 0 52 －141,359 0 592
最大値 3,173 235,207 3,823 5,212,121 276,004 120,924
データ数 49 49 49 49 49 49
Total
平均 1,006 11,631 690 896,139 22,953 17,736
標準偏差 4,148 29,117 747 1,162,854 43,137 21,740
最小値 0 0 52 －298,732 0 0
最大値 46,099 235,207 5,869 6,227,799 276,004 134,667
データ数 229 265 213 213 265 229
単位：EMP は人, それ以外は1000SEK
４. 推計結果と考察
表４は, 式, 式の推計結果である｡ 両者ともハウスマン検定により, 固定効果モデ
ルが選択された｡
これらを見ると, の係数に関しては, 有意な結果が得られていない｡ につ














環境税の効果は, 税率だけではないという議論もある｡ 環境税による価格上昇は, 環境
税の導入が何らかの ｢シグナル｣ として作用するので, 生産者価格による価格上昇よりも
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表４ 推計結果
 被説明変数 環境 R&D  被説明変数 環境 R&D/従業員
説明変数 係数 標準誤差 p 値 係数 標準誤差 p 値
従業員数 －1.178257 0.947813 0.222
付加価値 －0.144138 0.674748 0.832 －0.037944 0.694317 0.957
環境保全投資 －0.231568 0.055568 0.000 －0.227555 0.057342 0.000
環境保全経常支出 0.926634 0.237094 0.000 1.035393 0.237285 0.000
炭素税額 0.381521 0.327597 0.252 0.468313 0.334861 0.170
2001年ダミー －0.299772 0.425189 0.485 －0.499185 0.424907 0.248
2002年ダミー －0.382360 0.380029 0.321 －0.484860 0.388309 0.220
2003年ダミー －0.504053 0.358498 0.168 －0.588199 0.367263 0.118
定数 5.936618 6.889568 0.395 －3.393324 4.877324 0.491
観測数 70 70
グループ数 26 26









れない｡ すなわち, 環境税の賦課によるエネルギー価格の上昇は, 生産者価格上昇等によ
るエネルギー価格の上昇よりも研究開発支出を促進する効果が大きければ, 低率の税であっ



















ものが多いので, モデルも改善の余地がある｡ 更に, これはあくまでも炭素税率が軽減さ
れている製造業部門に関する分析であり, 通常の税率が課される部門, 例えば上記のよう




 Ghalwash [2007] はこの効果を ｢シグナリング効果｣ と称している｡ なお, 同じような用語としては ｢アナ
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付 記
本研究は, 2007年度の千葉商科大学派遣在外研究員としてスウェーデン・ウプサラ大学
社会経済地理学部において行なった研究の成果の一部をまとめたものである｡
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[抄 録]
本論文では, 環境税が企業の環境保全関連の研究開発活動に与える影響を明らかにする
ために, スウェーデンの紙パルプ産業の企業レベルパネルデータを用いて, 環境保全研究
開発支出に対して炭素税の支払額が影響を与えているか否かに関する定量分析を行った｡
その結果, 炭素税の支払額は有意な影響を与えていないことが明らかになった｡ このよう
な結果が得られた理由としては, スウェーデンの炭素税は製造業部門に対しては税率の低
減措置が設けられていることがあげられる｡ ただし, データのサンプルサイズが必ずしも
十分に大きくない等の問題があるので, 今後より詳細な分析が求められる｡
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